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新しい局面を迎えたオープンアクセスと日本のオープンアクセス義務化に向けて
科 学 技 術 動 向　2014年 1・2月号（142号）
　公的資金を得た研究成果についてその成果に誰
でもアクセスできるようにし、科学技術・学術研
究の発展を促すオープンアクセス（Open Access 
以下「OA」とする）は電子ジャーナル化と共に学
術ジャーナルの論文に対して始まった 1、2）。その
背景には学術ジャーナルの寡占と価格高騰 3）に端
を発する図書館と商業出版者との対立があったが、
この OA に関する政策が新しい局面を迎えている。
　OA は 1991 年に立ち上がった物理系のプレプ
リントサーバーとして始まった LANL preprint 
archive（現 arXive）や、1994 年 の Harnad に
よるセルフアーカイブの提唱などを端緒とし4、5）、
2002 年の OAI（ブダペスト宣言）を経て、その
理念自体は早くから提唱されていた。同宣言の第
一段落では「文献へのアクセス障壁を取り除くこ
とで研究が加速し、教育の質が高まり、富んだ者
と貧しい者の間で互いに学習を共有し、文献を最
大限活用し、人類を共通の知的な対話と知識探究
の場へ結びつける基礎を築くだろう」と表記され
ており、Karl R. Popper の提唱した「開かれた
社会」概念を思想的根拠とした、Open Society 
Initiative が持つ哲学的背景が存在しているとさ
れる6）。そして、米国では 2005 年頃から米国国立
衛生研究所（NIH）7）、英国では、Wellcome Trust
財団や英国研究評議会（Research Councils UK）
が研究助成対象に対する論文の OA 義務化を段階
的に主導してきた。
新しい局面を迎えたオープンアクセスと
日本のオープンアクセス義務化に向けて
　公的資金を得た研究成果に誰でもアクセスできるようにするオープンアクセス（OA）は、電子ジャー
ナルの進展と共に広がりを見せ、その存在感を増してきた。
　OAは学術ジャーナルの寡占と価格高騰問題から生まれたとも言えるが、現在はオープンサイエンスな
どオープンイノベーションを生み出す新しい研究開発環境の構築や研究開発投資の費用対効果を上げる
ために重要な要素と考えられている。こうした背景から、研究成果のOA義務化の動きが近年世界レベル
で加速し、多くの国や研究機関において義務化ポリシーが策定されている。
　一方、OAと親和性が高く科学の発展が期待される分野だけではなく、知財や国益などの観点からOA
が馴染まない分野や事情も存在する。政策面から一律のOA化を短絡的に行うことは慎重を要し、研究者
と研究者コミュニティの理解と協働が求められる。当面は科学技術振興機構（JST）で始まった研究助成
対象に関するOA義務化を論文から進め、日本学術会議や日本学術振興会等を軸とした研究者による議論
を深めることで、日本の事情と時機に合ったOA化を推進し、新しい情報流通形態に基づく研究基盤の構
築を促す必要がある。
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1 学術電子ジャーナル論文から始まったオープンアクセスの浸透
オープンアクセス（OA）の
始まり、目的と手段1-1
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出典：http://www.plosone.org/article/info:doi/10.1371/journal.pone.0020961
図表 1　OAを実現する手段
図表 2　オープンアクセス出版の増大を示す例
　OA による情報伝達の目的としては、研究情報
への公平なアクセスを保証し研究者に広く知らし
め研究の発展を促すための OA と、公的資金に対
する社会説明責任を果たすことを目的とした公衆
のための OA という 2 つの意味合いがある。後者
の OA は特にパブリックアクセスと呼ばれる。論
文の OA を実現する手段については図表 1 に示す
通り、出版費用を著者側が支払って無料で公開す
るか、出版後一定期間を置いて出版の元原稿（著
者最終版）を機関リポジトリ等に掲載するかの方
法が主である。
　原理上購読費が得られない OA 出版活動に関
して、当初は静観ないしは反対の立場を取ってい
た大手学術出版者も近年になって積極的に OA 誌
を創刊する動きを見せている8）。新刊ジャーナル
の多くは OA ジャーナルであるという報告もある
中 9）、OA 化に対して最保守と言われた米国化学
会も 2014 年に OA 誌を創刊する時代になった 10）。
オープンアクセスジャーナルのディレクトリであ
る DOAJ（Directory of Open Access Journals）に
収録されている OA ジャーナルが 2013 年末には
10,000 タイトルを超え11）、図表 2 に例示するよう
に、OA ジャーナルタイトルと OA 論文数の伸びが
加速している12）。OA 義務化を先導した NIH では、
OA 方針運用の厳格化により NIH が用意した OA
プラットフォームである PubMedCentral への論文
の登載が急増し、助成対象の研究成果の OA 遵守
率が 80％程度と推定する記事もある13）。欧州委員
会（European Commission, EC） のレポートでは
現在すでに世の中の学術論文の 50% に無料でアク
セスできているとし、OA は「転換点（Tipping 
Point）を迎えた」としている14）。
　現在各国や様々な機関が OA 化政策を進める主
要な理由の 1 つとしては、単なる学術ジャーナル
購読問題解決や、社会への説明責任を果たすこと
だけでなく、web を基盤とした新しい研究開発基
盤、あるいは知識の共有基盤の構築を意識してい
ることが挙げられ
る15）。 特 に、 情 報
やデータの再利用
の 観 点 か ら OA 化
は重要なポイント
で あ る。 例 え ば、
Creative Commons
の浸透により論文
やデータの再利用
に関する著作権者
の意思表示が簡単
になり、多くの OA
ジ ャ ー ナ ル で は、
引用など一定条件
下のもとに出版者
へ許諾手続きを取
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2 オープンアクセスの可能性に基づく義務化政策の加速
OA出版の増大と変わる学術
情報流通1-2
OAがもたらす新たな可能性
と便益2-1
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　以上の背景も踏まえ、OA 義務化の動きは現在
世界レベルで加速している。OA 義務化の状況を
公開するリポジトリである ROARMAP（Registry 
o f  Open Access  Repos i tor ies  Mandatory 
Archiving Policies）23） に よ る と、2014 年 1 月 現
在、49 ヵ国において OA 義務化のポリシーが策定
されており、そのポリシー数は 400 を越える。研
究助成団体の義務化ポリシーも計画中を合わせる
と 100 近くに達する。（図表 3、4）
らずに論文を再利用することを許可している16）。
API（Application Programming Interface）の進
展などより、人を介さずに M to M（Machine to 
Machine）で論文など研究情報のやりとりを迅速
に行うことも可能になった。さまざまな情報や
データセットを組み合わせて新しい価値を生み出
す手法はマッシュアップと呼ばれ17）、近年注目を
浴びているデータ科学で良く用いられる手法であ
る。OA 化を前提とした web はこれまでにない規
模の知識共有基盤となり、オープンイノベーショ
ンを促す。このように web 上で情報を共有するこ
とを前提とした研究や、時には大勢で協力して科
学の問題を解決する手法はオープンサイエンスと
呼ばれ、タンパク質の折りたたみ構造を大勢で解
決するなど、すでに数十万人規模の参加による革
新的な科学研究事例も複数生まれている18）。さらに
オープンサイエンスを前提としたプラットフォーム
やジャーナルもすでに立ち上がっている。19、20）
　また、研究の投資対効果や産業創出の面を強調
して OA を進める動きもより前面に出てきている。
EC の資料によると21）、OA の潜在的な便益として、
◦研究を加速し成果を見つけやすくすることで研
究開発投資の費用対効果を上げる
◦同じ研究を繰り返すこと避け、研究開発コスト
を抑える
◦境界領域や多領域にまたがる研究の機会を増や
し、多分野の協調を促す
◦研究結果の商業化を早く広い観点から行い、公
共研究開発投資の効果を上げ、科学情報を基に
した新しい産業を生み出す
の 4 点が挙げられている。
　このうち、研究開発投資の費用対効果の計測の
ためには、助成団体の評価者が助成した研究の成
果に自由にアクセスしその研究評価を必要に応じ
て都度行うことが必要になる。最近になって個々
の論文など、研究情報がどれだけ研究者や社会に
インパクトを与えたかを公平に、また、即時的に
計量して比較する試みが進んでいる。特にソー
シャルメディアの反応やブックマークサイトや文
献管理ツールにおける登録状況を中心として用い
る研究成果のインパクトの計量手法は altmetrics
と呼ばれ、OA との親和性が高い22）。
出典：http://roarmap.eprints.org/
図表 3　OA義務化ポリシー数
出典：http://roarmap.eprints.org/
図表 4　OAポリシー策定数の変化
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　オープンサイエンス時代の研究開発基盤の構築
を念頭に、先に紹介した政策のほとんどにおいて
OA 義務化の対象は単に論文に留まらずに、研究
データを中心とするあらゆる研究成果に関して拡
張されている。特に論文を執筆する根拠となる研究
データの関心が高く、G8 科学大臣およびアカデミー
会長会合にて査読付き論文に加えて研究データの
オープン化も盛りこんだ共同声明文が発表されて
いる28）。
　ただし、論文以外の研究成果の公開については、
一部の研究領域の研究データについてデファクト
スタンダードに基づくサービスが存在している状
況であり、分野を問わない一定の仕様や方式のコ
ンセンサスがまだ得られていない分野が多い。論
文では早くから確立した DOI のような識別子の運
用や図書館などを基点とした情報資源の管理と運
用29）もまだ整っておらず、figshre30）のような研究
データ公開用のプラットフォームが立ち上がって
はいるが、持続性のある情報公開の仕組みや事業
モデルが確立しているとは言いがたい。データの
オープン化については、研究データの保存と共有
の在り方が検討されている31）現段階では詳しくは
述べないが、例えば地球科学を中心とした取り組
み 32、33）が今後の 1 つの参考になり、また、オープ
ンガバメントの流れから進められている公共デー
タ公開の議論と技術面、制度面の両面において融
合する可能性もありうる34）。
　日本においても OA 化について検討は重ねられ
てきている35）。まず、第４期科学技術基本計画、科
学技術・学術審議会学術分科会などの報告書にお
いて研究成果の OA を推進すべきと明記されてい
る36、37）。また、国立大学図書館協会からオープン
アクセスに関する声明が出されてもいる38）。理念
としての OA 推進については方針を明確にしてお
り、研究者に対して実効性のある方策を打ち出す
段階にある注）。
　日本の研究者は個々の意識に基づく活動 39、40）を
除いて、全体的にはまだ OA に関して強く意識し
ているとは言えない。そのような中、日本学術会
議科学者委員会学術誌問題検討分科会では、日本
の学術誌の強化に関連して、世界の OA の動きと
その対応について様々な分野の代表である会員が
議論した。ここで行われた研究者による OA に関
する重要な論点は、すべての分野、研究者が一律
な OA 化で便益を得るわけではなく、不利益を被
るケース、研究者、国民双方にメリットがあまり
無いケースもあることである。例えば生命科学系
の研究においてはオープンイノベーションと知財
戦略の相克が起きやすく、研究者によって研究成
果の積極的な公開に対してスタンスが分かれる41）。
素粒子物理では、ジャーナルに投稿すると同時に
プレプリントサーバー（arXive）にその原稿を
公開する文化がすでに存在するために、OA 化す
　最近の英米の政策でも、英国ではフィンチ・
レポートに基づき公的資金による研究成果の
Gold OA への移行を進め、補助金支出を決定し
た。米国では連邦政府助成研究の OA 義務化法案 
FASTR が提出され、ホワイトハウスも連邦政府
の諸機関に OA 方針策定の指令を出すなど、OA 
義務化の動きが高まっている24）。その後 2013 年
9 月に、米航空宇宙局（NASA）、国立科学財団
（NSF）、国立標準技術研究所（NIST）、国立気象
局（NWS）の助成に対する OA（パブリックア
クセス）義務づける法案（the Public Access to 
Public Science （PAPS） Act）が提出された25）。
　また、EC では 2013 年 12 月に欧州研究・イノ
ベーションプログラム Horizon2020 を発表し、研
究成果の OA をデフォルトに規定し、その後、公
的助成研究データ公開プログラム "Pilot on Open 
Research Data" を開始することを発表した26）。オー
プンアクセスのガイドラインも公開している27）。
注  　日本から発信する学術情報の OA 化推進については科学研究費助成事業（科研費）の研究成果公開促進費国
際情報発信強化によるサポート (http://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/13_seika/index.html) がある。
日本のOA推進施策に関する状況3-1
研究者の現状と研究分野、
コミュニティなどによる差の存在3-2
広がるOA義務化の対象2-3
3 日本におけるOA義務化を進めるポイント
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　行政機関、研究助成団体は引き続き OA に対す
る理解と OA がもたらす可能性を認識した上で、
OA と親和性のある分野、領域、OA が馴染まない
分野、領域を研究者と共に能動的に把握すること
が求められる。その際、当然ながらオープンサイ
エンス、オープンイノベーションに向けた将来の
科学技術・学術情報流通や研究開発基盤づくりに
役立てることを前提とする。
　次に、OA 義務化を政策決定する際には研究者
の理解と協力が欠かせないため、日本学術会議、
科学技術・学術審議会研究費部会、日本学術振興
会等を中心に、研究者が分野や領域ごとに OA に
ついて認識、議論を行い、必要性と時機をみて OA
義務化をリードすることが求められる。科研費に
関してはこれまでのところ、研究成果の OA 義務
化に関する大きな動きは見られないが、科学技術
振興機構（JST）では検討を続けており、2013 年
4 月には「オープンアクセスに関する JST の方針」
と題した OA 推奨を告知し、研究データに関する
OA 化についての姿勢も示している21、44）。文部科
学省においては 2013 年（平成 25 年）に学位規則
を改正し、2013 年 4 月以降の博士論文の OA 化
を原則義務づけた45）。こうした先行事例を元に、
研究成果の OA 義務化を研究者の理解を得なが
ら進めることが現実的と思われる。その際、まず
は研究論文を当初の義務化の対象にしつつ、研究
データを含む研究成果の OA 化とその波及効果に
ついても新しい研究開発パラダイムやオープンサ
イエンスの実現を意識しつつ検討を行う必要があ
る。2014 年になって米国情報標準化機構（NISO）
　日本学術会議では 2014 年 3 月 13 日に「世界の
オープンアクセス政策と日本：研究と学術コミュ
ニケーションへの影響」と題する学術フォーラム
を開催することになり、日本学術会議に加え、文
部科学省研究振興局、日本学術振興会、科学技術
振興機構のトップクラスからの登壇も予定されて
いる。このフォーラムをきっかけとして日本の適
切な OA 化が進むことを期待したい。
　また、公的助成に対する OA 義務化について、
オープンイノベーションを生み出す新しい研究開
発パラダイムの可能性を根拠に科学技術外交とし
てみると、健全な科学の発展を促しつつ、競争関
係にある各国の研究成果の量や質を適切に把握し
正しく比較するためには、研究成果の透明化をお
互いに働きかける必要があり、そのために OA 化
を進めているという側面も持っている。この点に
ついては、論考に耐え引用できうる情報を得るこ
とが難しいが、無視できない点であることを敢え
て付記する。
謝辞　本稿執筆にあたり、日本学術会議科学者委
員会学術誌問題検討分科会の委員、特に、植田憲
一氏、谷藤幹子氏、永井裕子氏、オープンサイエ
ンスについては Nature Publishing Group の宮入暢
子氏、科学技術振興機構の OA 義務化の現状とそ
の背景に関して情報企画部の方々、特に恒松直幸
氏とのディスカッションを参考にしており、ここ
に謝意を表します。
のサイトで研究成果がどれだけオープンであるかを
記述するメタデータと表示の仕様案を公開した46）。
このような標準化の動きにも注目を要する。
ることによるメリットが比較的薄くなる。その他
理学系の産業に直結しない分野や、比較的少人数
のコミュニティで形成される人文社会系において
も、人命に直結しやすい医療情報と比較すると、
そのコミュニティ外への専門的情報公開のメリッ
トが薄くなる場合がある。実際英国の調査では分
野によって OA 化の度合いが違うことが分かって
いる42）。年齢や研究経験の長さによって OA に対
する意識が変わるという報告もある43）。先導的な
国の OA 施策を参考にしつつも、分野を問わず一
律に義務化を進めることによるリスクがあること
も認識し、研究者を含む関係者でその国の事情に
応じた施策を講ずる必要がある。
4 提言―日本型のOA義務化に向けて
5 おわりに
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